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2021年２月４日 

各  位 

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 福島 宏人 

 (コード番号：6192 東証マザーズ) 

問 合 せ 

責 任 者 
執行役員 経営管理本部長 西田 祐 

 (TEL.03-5747-9800) 

 

（開示事項の経過）第三者委員会設置に関するお知らせ 

 
当社は、2021年２月１日付「第三者委員会設置に関するお知らせ」にてお知らせしましたと

おり、当社前代表取締役川瀬太志が、2020年10月１日付で所定の手続きを経ることなく独断で

代表取締役の職務権限を超える金額の支払約定書（以下「本件支払約定書」といいます。）に

署名した可能性が判明し、2021年２月１日付で当社取締役会にて本件に関して第三者委員会の

設置について決議いたしました。本日、開催の取締役会にて第三者委員会の構成、目的及び調

査方法について決議いたしましたのでお知らせいたします。 

株主、お取引先を始めとする関係者の皆様には、多大なるご心配とご迷惑をおかけしますこ

とを深くお詫び申し上げます。 

 

記 

 

１．第三者委員会設置の目的 

  当社は、2020年12月15日付「代表取締役の異動に関するお知らせ」にてお知らせしました

とおり、当社前代表取締役川瀬太志が、2020年10月１日付で所定の手続きを経ることなく独

断で本件支払約定書に署名した可能性が判明し、2020年12月15日付で当社取締役会にて代表

取締役としての忠実義務に違反していると判断し、代表取締役の異動について決議いたしま

した。同日に提出しました第17期第２四半期報告書では、「この支払約定書の法的有効性や

金額の根拠は顧問弁護士と確認をしております。弁護士見解によれば現時点での支払約定書

記載の金額によらず当社が何らかの債務を負うとしても、その金額は3,000万円に留まるとの

整理はあり得ると考えられるとのことです。当社の代表権を有する者が当社を代表して支払

いを約束したものとして、当社に効果が帰属するとされる可能性があります。」と記載いた

しました。 

  その後当社は、まず、当社が本件支払約定書に記載の２億4,000万円の債務を負うのか否か

を明らかにするべく、当社顧問弁護士に事実関係の確認及びそれに基づく法的分析を依頼い

たしました。当社としては、2021年１月28日付で当社顧問弁護士からの報告を受けて検討し

た結果、本件支払約定書に記載の２億4,000万円の債務を負うことはないものと改めて確認い

たしました。 

もっとも、当社は、不適切会計問題を踏まえて経営陣が交代した直後において、新たに代
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表取締役に就任した前代表取締役が関与してこのような事態が生じたことを極めて深刻に受

け止め、当社から独立した中立・公正な外部専門家のみで構成される第三者委員会により、

類似事象の有無を含む徹底した事実調査、発生原因の分析及び再発防止策の提言をいただく

ことが必要であると判断し、2021年２月１日開催の取締役会にて第三者委員会の設置を決議

いたしました。第三者委員会の構成については選定中でしたが、本日開催の取締役会にて第

三者委員会の構成、目的及び調査方法について決議いたしました。 

 

２．第三者委員会の構成 

委 員 長 倉橋 博文（弁護士 弁護士法人ほくと総合法律事務所） 

委  員 関 秀忠 （弁護士 弁護士法人ほくと総合法律事務所） 

委  員 小林 健一（弁護士 西銀座法律事務所） 

 

３．第三者委員会の目的及び調査方法 

・目的 

（１）本件事案の調査について 

（２）類似事案の調査について 

（３）発生原因分析及び再発防止策の提言 

（４）本件事案及び類似事案による財務諸表への影響の可能性の検討 

 

なお、（４）については財務諸表への影響の可能性が生じると判断される場合に限りま

す。 

類似事案の調査対象期間につきましては、本件事案の内容を踏まえ、債務の消滅時効を勘

案し、概ね過去５年の期間に遡ることを想定しております。 

  

・調査方法  

  第三者委員会においては、ヒアリング等の深度ある調査を行うとともに、既存の資料の精

査に加え、デジタル・フォレンジック調査、アンケート調査及びホットラインの開設・運用

などにより類似事案を早期に把握するための手法を予定しています。 

 

４．今後の見通し 

当社は、第三者委員会による調査に全面的に協力してまいります。第三者委員会による調

査結果については、調査報告書を受領次第、速やかに開示いたします。調査報告書は３月15

日までに提出されることを見込んでおります。また、本件が当社業績に与える影響について

も、影響が判明した時点で速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


